
 

 

 

入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。  

平成２８年１１月２日 

                        経理責任者 

                        独立行政法人地域医療機能推進機構  

                        横浜保土ケ谷中央病院 

                        院 長  後藤 英司 

 

１ 競争に付する事項  

（１）件名及び数量 ①横浜保土ケ谷中央病院電気需給契約 

予定契約電力 ：     ７１８ｋＷ 

予定使用電力量：２,４３１,６００ｋＷｈ 

②横浜保土ケ谷中央病院看護師宿舎電気需給契約 

予定契約電力 ：       ２６ｋＷ 

予定使用電力量：   ７３,７００ｋＷｈ 

（２）仕 様 等   入札説明書及び仕様書による 

（３）履行期間   平成２９年１月１日から平成３０年１２月３１日 

（４）需要場所   ①神奈川県横浜市保土ケ谷区釜台町４３番１号 

独立行政法人地域医療機能推進機構 横浜保土ケ谷中央病院 

          ②神奈川県横浜市保土ケ谷区釜台町４３番３号 

           独立行政法人地域医療機能推進機構 横浜保土ケ谷中央病院  

看護師宿舎 

（５）入札方法   入札書に記載する金額は、各社において設定する契約電力に対する  

単価（基本料金単価）及び使用電力量に対する単価（電力量料金単         

価）を根拠とし、あらかじめ当院が別途提示する月毎の予定契約電

力及び予定使用電力量に基づき算出した各月の対価の年間総価を入

札金額とすること。 

           なお、第一交渉権者の決定にあたっては、入札書に記載された金

額に当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金

額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を切り捨てた金額と

する。）をもって評価するので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た金額の１０８分の１００に相当する金額を記載した入札書を提出

すること。 



 

 

 

          ※入札書に記載する金額の算定に当たっては、力率割引又は割増、

発電費用等に係る燃料価格変動の調整額及び電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考

慮しないこととする。 

 

２ 競争に参加する者の必要資格に関する事項 

（１）次の①～⑥の条件に該当する者は参加する資格を有しません。 

① 未成年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助人（ただし、未成年者、被保佐人

又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得ている者を除く） 

② 破産者で復権を得ない者 

③「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」に基づくところの暴力団及び

その構成員、準構成員並びにその関係者 

④「破壊活動防止法」に基づくところの破壊的団体及びその構成員 

⑤ 本団又はその他の者との契約関係において、次の各号の一に該当すると認められ

る者で、その事実があった後２年を経過していない者 

（ａ）契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質、若

しくは数量に関して不正の行為をした者 

（ｂ）公正な競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を

得るため連合した者 

（ｃ）第一交渉権者の契約締結又は契約者の契約履行を妨げた者 

（ｄ）監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

（ｅ）正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

（ｆ）前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行にあ

たり代理人、下請負人、支配人その他の使用人として使用した者 

⑥ その他不適当と認めた者 

（２）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載したもの、又は過去３年間にお  

いて虚偽の事実を記載したものを提出したことがある者、あるいは経営状況又は信用

度が極度に悪化したもの等については、競争に参加させないことがある。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てをし

ていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の

申立てをしていない者。なお、会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てをした者

又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申立てをした者にあっては、手続き開始の

決定がなされた後において当局の参加資格の再認定を受けている者。（再認定後の競

争参加資格による） 



 

 

 

（４）独立行政法人地域医療機能推進機構反社会的勢力への対応に関する規程第２条の

各号に該当しない者であること。 

（５）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、入札書提出期限の直近２年間

（⑤及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

  ①厚生年金保険料 

  ②健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

  ③船員保険 

  ④国民年金 

  ⑤労働者災害補償保険 

  ⑥雇用保険 

 （注）各保険料のうち⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続きを完了す

べき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続きを完了すべき

日以来以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納

が認められているものについては納付期限が到来しているものに限る）こと。 

（６）平成２８・２９・３０年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の

販売」において、Ａ、Ｂ、又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加

資格を有する者。 

（７）電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者である

こと。 

（８）二酸化炭素排出原単位、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、

グリーン電力証書の購入及び需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組

に関し、仕様書において示す入札適合条件を満たすこと。 

（９）過去３年間において、日本国内に当院同等規模の電力供給実績、あるいはそれに

準ずると経理責任者が認める実績を有する者。 

（１０）本公告に示した物品及び数量を確実に納入し得ること。 

（１１）調達物品に係る迅速なアフターサービス及びメンテナンスの体制が整備されてい

ること。（病院業務の特質性から計器交換などの際に停電を伴わないこと） 

 

３ 入札手続等 

（１）担当部署（問い合わせ先） 

  〒２４０－８５８５ 横浜市保土ケ谷区釜台町４３－１ 

  独立行政法人地域医療機能推進機構 横浜保土ケ谷中央病院 経理課 担当 櫻木  

  電話 ０４５－３３１－１２５１  ＦＡＸ ０４５－３３１－０８６４ 

  電子メール sakuragi-takashi@hodogaya.jcho.go.jp 

 

 



 

 

 

（２）一般競争参加資格審査申込書の交付期間、場所及び方法 

  本公告の日から平成２８年１１月１６日１７時まで（土曜日、日曜日及び祝祭日を除

く）上記（１）の担当部署にて交付する。なお、来院が困難な者については、郵送に

て交付を行うので、上記（１）担当者へ期日に余裕を持って早めに連絡すること。 

（３）問い合わせ 

  平成２８年１１月１１日１７時までに、上記（１）担当者宛て電子メールにて質疑書

を提出すること。電話・口頭による質問は一切受け付けません。問い合わせの回答は

、平成２８年１１月１５日１７時までに電子メールにて回答します。 

（４）申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

  本公告の日から平成２８年１１月１７日までの土曜日、日曜日及び祝祭日を除く９時

から１７時（但し平成２８年１１月１７日に限り１４時まで）までに上記（１）の担

当部署に持参すること。（郵送する場合には期限までに必着のこと）但し、資料の作

成に係る費用は提出者の負担とし、一度提出された資料は返却いたしません。 

（５）入札説明会 

  入札説明書、仕様書等交付時に随時実施いたします。 

（６）入札参加資格通知 

  上記（４）の提出資料を審査のうえ、平成２８年１１月１７日１７時までにお知らせ

いたします。 

 

４ 開札日時及び場所 

（１）日 時  平成２８年１１月１８日 １４時より 

（２）場 所  横浜保土ケ谷中央病院 ２階 大講堂 

 

５ その他必要な事項  

（１）入札保証金及び契約保証金  「免除」  

（２）入札及び契約手続に使用する言語及び通貨 「日本語及び日本国通貨」  

（３）入札者に要求される事項  

   この一般競争に参加を希望する者は、封印した入札書に２(１)の証明となるもの及   

  び仕様書において定めるものを添付して入札書の受領期限内に提出しなければならな 

  い。入札者は、開札日の前日までの間において、経理責任者から上記証明となるもの  

  等について説明を求められた場合には、これに応じなければならない。  

（４）入札の無効  

   本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務   

  を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

（５）契約書作成の要否 「要」  

（６）契約の相手方の決定方法  



 

 

 

   契約事務細則第３４条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で有効 

  な入札を行った入札者を交渉権者とする。その者が複数の場合は、入札した価格に基  

  づく交渉順位を付するものとし、最低価格で入札した者を第一交渉権者とする。第一 

  交渉権者決定後はその者と直ちに交渉をし、契約価格を決定する。ただし、交渉が不 

  調となり、又は交渉開始から１０日以内に契約締結に至らなかった場合は、経理責任 

  者は交渉順位に従い、他の交渉権者と交渉を行うことができる。 

（７）詳細は入札説明書による。 

 


